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はじめに 
 
 抗菌薬等が効かなくなる薬剤耐性（AMR）感染症が世界的に拡大をみせており、今後人
類にとって大きな脅威となることが危惧されている。日本では 2023 年に策定された「薬
剤耐性（AMR）対策アクションプラン（2023−2027）」において、引き続き 6 分野におけ
るさまざまな取組みが行われている。このなかで、主に「動向調査・監視」「感染予防・
管理」に保健所の役割が記載され、とくに「感染予防・管理」では、地域の医療機関と関
係機関との連携した活動として地域における総合的な感染症対策ネットワーク活動が求め
られており、保健所に期待される役割は大きい。 

地域保健総合推進事業では、平成 25 年度から院内感染（医療関連感染）対策として、
平成 28 年度からは薬剤耐性（AMR）対策班として、保健所支援事業を実施してきた。医
療関連感染において、薬剤耐性菌対策は最も重要かつ困難な分野であり、専門性が高いこ
とから、当初より保健所職員だけではなく感染管理専門家に事業班への参加を依頼し、専
門的な知見からの支援を受けている。 

令和 4 年度からは、「院内感染対策ネットワークと保健所の連携推進事業」として AMR
対策班の活動を受け継ぎ、保健所が地域感染症対策ネットワークの構築や連携に寄与する
ことを目指し、保健所職員の資質向上を目的としたオンライン研修会を企画・開催すると
ともに、院内感染対策における医療機関と保健所の連携の好事例の調査を実施、令和 6 年
度には保健所と地域感染症対策ネットワークの連携に係るアンケート調査を実施した。 

令和７年度も、これまでの活動を継続し、保健所が AMR 対策の取り組みや地域感染症
対策ネットワークに寄与することの支援を目的に、「地域感染症対策ネットワーク活動に
積極的に保健所が関与している事例の調査」により保健所の役割や今後の課題を明らかに
した。また、保健所職員が薬剤耐性の基礎から対応のポイントまでを習得することを支援
するための「オンライン AMR 対策公衆衛生セミナー」を企画・開催した。 
 以上の活動をまとめたので，本年度の事業班活動として報告する。 

 
 本報告書の作成にあたり，全国保健所⻑会会⻑他役員の皆様，本事業協⼒者，アドバイ
ザーの先生方，貴重な地域感染症対策ネットワーク事例の情報提供をいただいた全国の保
健所関係の皆様，オンライン AMR 対策公衆衛生セミナーに参加していただいた皆様、日
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１．目的・方法 
 令和５年 4 月に示された薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン（2023−2027）では、
薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン（2016-2020）に引き続き、①普及啓発・教育 ②
動向調査・監視 ③感染予防・管理 ④抗微生物剤の適正使用 ⑤研究開発・創薬 ⑥国際
協力の６つの分野に関する目標が設定されている。そのなかでも、主に「動向調査・監視」
と「感染予防・管理」に保健所の記載があり、とくに「感染予防・管理」では、地域の医療
機関と関係機関との連携した活動として地域における総合的な感染症対策ネットワークが
求められており、保健所に期待される役割は大きい。 
 本事業班では、保健所が地域感染症対策ネットワークの構築や連携において積極的に寄
与することを支援する事業を、保健所メンバーと感染管理専門家メンバーが協力して実施
してきた。今年度は、地域感染症対策ネットワーク活動における保健所の役割や課題を明ら
かにし、保健所職員が AMR 対策の基礎から対応のポイントまでを習得する機会を図るた
め、次の 2 つの活動を実施した。 
（１）地域感染症対策ネットワーク活動に積極的に保健所が関与している事例の調査 
（２）「オンライン AMR 対策公衆衛生セミナー」を企画・開催し、保健所職員が AMR 対
策へ積極的に関与するための支援を図る 
 
２．地域感染症対策ネットワークの定義 
 本事業班では、主に令和 4 年度から保健所と医療機関との連携を具体的にイメージでき
る好事例の調査を実施してきた。以前から、院内感染対策等における保健所と医療機関の連
携が全国で取り組まれてきた一方、令和 4 年度の診療報酬改定で新設された感染対策向上
加算の影響もあり、さらに連携事例が増えてきている。しかし、「地域感染症対策ネットワ
ーク」についての共通の定義がなく、本事業班の活動においても混乱を生じる可能性が考え
られた。そのため、本事業班で目指している地域感染症対策ネットワークについて、その内
容を具体的に共有し、活動に混乱が生じることを避けるため、事業班メンバーで定義につい
て検討した。 

今年度は、上記定義を用いて活動をおこなった。 
  

＜本事業班の活動における地域感染症対策ネットワークの定義＞ 
保健所等の行政機関と地域の医療機関や医師会、社会福祉施設等が、感染症の予防や

まん延防止等の感染症対策に関して情報共有や相互支援ができるヒューマンネットワー
ク（顔と顔をつなぐ関係）のこと。中小病院等の管内の全医療機関が参加できることが
望ましい。また、定期的な会議開催や感染対策向上加算の有無は問わない。 
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３．地域感染症対策ネットワーク活動に積極的に保健所が関与している事例の調査 
１）調査の概要 

院内感染対策ネットワーク活動でキーパーソンとなる熱心な感染管理認定看護師（ICN）
やインフェクションコントロールドクター（ICD）と保健所との関わりを基盤として、地域
全体の感染対策の底上げを目指している取組みを把握し、地域感染症対策ネットワークの
枠組みや保健所に求められている役割を明らかにすることを目的に調査事例を検討した。
また、今年度は、高齢者福祉施設とのネットワークも視野に入れて検討を行った。 

事業班内で、そのような取組みをしている事例の推薦を募り、地域感染症対策ネットワ
ークの構築及び活動に保健所が積極的に関与している事例として、吹田市保健所、和歌山市
保健所、東京都多摩府中保健所の 3 事例を対象とし、それぞれの事例を担当する保健所に
調査協力を得た。 

調査方法は、ZOOM あるいは Teams を用いたインタビュー方式で実施し、事業班の協
力事業者である保健所メンバーが調査者となり、事例を担当する保健所⻑や担当職員に聞
き取り調査を行った。調査内容は、保健所が関与した地域感染症対策ネットワーク活動の経
緯や詳細、保健所が果たしている役割、今後の課題等とした。 
 
２）吹田市保健所（調査担当：田邊裕） 
①取組みの経緯 

地域の病院間の相互支援ネットワークを構築することを目的として、管内の大学付属病
院からの提案を受け、平成２３年２月に「院内感染対策連絡会議」を設置した。当初はイン
フェクションコントロールドクター（ICD）及び感染管理認定看護師（CNIC）がいる５病
院と保健所による会議として開始した。平成２４年に院内感染対策向上加算が開始となる
ことをきっかけに管内の病院間での感染対策の格差を防ぐため、同年から管内の全病院の
参加とし、地方衛生研究所（現 大阪健康安全基盤研究所）も構成員とした会議体となった。 
 
②ネットワークの活動内容 
［活動内容］カンファレンス開催（年４回：吹田市感染対策合同カンファレンス２回、外来
感染対策向上加算カンファレンス２回）、支援チーム派遣（随時） 
［参加機関］管内全病院（非加算病院含む）、吹田市医師会、大阪健康安全基盤研究所、吹
田市保健所など 
［事務局］吹田市感染対策合同カンファレンス（吹田市保健所、加算１病院）、外来感染対
策向上加算カンファレンス（加算１病院、吹田市医師会） 
［カンファレンスの内容］管内での薬剤耐性菌、抗菌薬使用状況等に関する情報共有や意見
交換（J-SIPHE の登録勧奨）、各病院での感染対策取組内容の報告、アウトブレイク事例の
発生報告や支援チームの活動報告、新興感染症発生に備えた訓練、行政からの感染症発生動
向調査報告等。 
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③高齢者施設等への支援について 
 平成２５年に地方衛生研究所での研究事業として管内病院の CNIC が協力して高齢者入
所施設向けのアンケート調査や施設訪問、アウトブレイク対応を行った。その後、市内病院
の CNIC による高齢者入所施設への相談・支援のしくみづくりを目指し、平成２７年度か
ら高齢者施設⻑と加算１病院による検討の機会の設定や要領の整備等を保健所が実施した。
平成２９年度から施設の感染対策リーダー育成研修や平時の施設ラウンド、アウトブレイ
ク時の支援チームの派遣を開始した。令和２年度以降、新型コロナへの対応として、繰り返
し施設対象の研修等を実施する中で、施設が感染対策向上の取組を主体的に展開すること
を目的に、令和６年から現在の高齢者施設等感染対策支援検討会を設置し、施設の自主的な
取組の展開を目指している。 
 
※事例の詳細については、資料①吹田市保健所事例調査報告書を参照 
 
３）和歌山市保健所（調査担当：藤川愛） 
①取組みの経緯 
 令和２年以降、和歌山市保健所は管内の複数病院からバンコマイシン耐性腸球菌（VRE）
感染症の複数件の届出を受理した。市内でのアウトブレイクを疑い、分子疫学調査を国立感
染症研究所に依頼したところ、医療機関を超えた伝播を示唆しており、病院のインフェクシ
ョンコントロールチーム（ICT）と積極的な連携強化を図って、対応を行った。 
 令和５年以降も、令和２年に VRE 感染症の届出があった加算２の中規模病院から再び発
生届の集積が見られたため、院内感染を疑い、和歌山市衛生研究所で遺伝子検査を行ったと
ころ、株が一致した。VRE 対策を強化し、保菌者情報についても調査票様式を作成、管内
全病院の協力依頼を行い、保菌状況や VRE 患者の入院前や転院先などの情報も得ている。 
 令和６年７月からは、大学病院の ICD とともに病院において院内での研修会や対策会議
の指導も行っている。現在は市内の全病院を対象とした和歌山市感染症対策ネットワーク
を形作り、９月には第１回の全体会として市内３６病院に集まって頂くなど、現在も年１回
の全体会議と研修会を実施している。 
 
②ネットワークの活動内容 
［活動内容］①情報共有（ネットワーク会議の開催：年１回、感染症便りのメール発送：月
１回、ホームページを活用した感染症情報の発信）、②啓発物やデータ管理等共有ツールの
作成、③病院向け研修会、④感染対策の相談、⑤病院見学（例：加算１と加算３連携のラウ
ンド見学）、⑥感染対策向上加算取得の普及、⑦高齢者施設対策に関する支援 
［参加機関］管内全病院（非加算病院含む）、和歌山市衛生研究所 
［事務局］和歌山市保健所 
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③今後の展望及び課題 
 和歌山市・県（本庁・保健所）と大学病院や基幹病院とのネットワーク活動が構築された
ことのメリットは、医療機関にとっては ICN や保健所に相談しやすくなり、他の病院の組
織情報を得ることが可能となった。一方、行政（保健所）にとっては、ICN と保健所との距
離が縮まり普段からの情報交換が増え、感染症の情報共有がスムーズになった。何か起こっ
た時の探知も早くなる効果が期待され、情報発信が容易になった。 
 今後は、短期的には、和歌山県立医科大学の研究に協力して取り組んでいる「地域の医療
関連施設にむけた最適な手指衛生向上対策支援策・情報伝達法についての研究」において、
市内３６病院への手指衛生アンケートを実施中である。その情報還元とともに、病院におけ
る院内感染対策の向上及び評価を図っていきたい。また、社会保健福祉施設へのアプローチ
を考えていきたい。 
 
※事例の詳細については、資料②和歌山市保健所事例調査報告書を参照 
 
４）東京都多摩府中保健所（調査担当：堀元海） 
①取組みの経緯 
 新型コロナウイルス感染症の感染拡大時、高齢者福祉施設で多くの集団発生が起こった。
保健所が施設に訪問し積極的疫学調査等を行う中で、感染症の拡大が高齢者の ADL や QOL
低下に影響していること、施設が持つ課題には共通点があること、施設同士の繋がりが希薄
で経験や知識の共有が無いことを把握し、圏域全体で感染症対応力底上げの必要性を把握
した。さらに、管内医療機関 ICN へ施設同行を依頼し、助言を得る等、ICN と施設を繋ぐ
役割を果たし、地域連携の必要性を認識した。このことから、高齢者福祉施設、所管６市高
齢福祉主管課、地域 ICN 等の連携を促進し、高齢者福祉施設の感染症対応力の向上に向け
た地域ネットワーク醸成を目指した。 
 
②ネットワークの活動内容 
［活動内容］①Web や対面での研修や意見交換会の実施、②シンポジウムの開催、③チェ
ックリストの作成とデジタル化、④事例集「隣の施設の感染対策アイデア帳」の作成 
 
〇施設管理者向けチェックリスト  〇職員向けチェックリスト    〇事例集 
 ※いずれも左：紙面版 右：デジタル版 
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［保健所に求められる役割］事業の主体として、ネットワークの構築・維持の役割が求めら
れている。ネットワーク構築にあたって、６市高齢者福祉主管課に関しては、年度初めの顔
合わせや、集団発生時、施設調査の同行や、当該市の傾向や動向に関する意見交換を通しネ
ットワーク構築の意義が共有できるように努めており、今回のネットワークへの参加につ
ながった。管内の医療機関 ICN に関してはコロナ禍以前から別の会議等で顔の見える関係
であったこと、発生時に施設への助言者として繋がったことが、今回のネットワークへの参
加に繋がった。 
 
③今後の展望及び課題 

施設の主体的取組みが継続できるよう、施設対応や関係機関とのやり取りの際に、事例集
活用や地域連携を促す。保育や障害等他の福祉施設にも取組みを展開し、地域全体で感染症
対策が充実するように働きかけていく。 
 
※事例の詳細については、資料③東京都多摩府中保健所事例調査報告書を参照 
 
５）考察 
 地域感染症対策ネットワーク活動が始まるきっかけとして、地域での感染症の流行や熱
心な ICN や ICD との取組みが報告されており、保健所とネットワークの連携もその経過の
なかで始まることが多い。 

令和４年度の診療報酬改定で新設された感染対策向上加算の影響で、地域で医療機関同
士の連携が進む一方、感染対策向上加算を算定していないため、他の医療機関との連携がさ
れていない医療機関も多く、地域での感染対策の格差が広がっていくことが懸念される。ま
た、薬剤耐性（AMR）対策や感染症対策はより専門的になり、保健所単独で医療機関への
支援とともにネットワーク活動を継続させていくことは難しいことが考えられる。 

今回、調査を実施した３事例のうち、吹田市保健所と和歌山市保健所は、それぞれのネッ
トワーク活動が始まったきっかけは異なるが、管内の大学病院と保健所が連携して活動を
継続している事例である。保健所の持つ公益性と地域の関係機関をつないでいくマネジメ
ント機能が、大学病院の専門性と効果的に連携し、地域のネットワーク活動を推進している
好事例と考えられる。 

東京都多摩府中保健所の事例は、他の２事例と異なり、高齢者福祉施設への支援を主な目
的としたネットワーク活動であり、高齢者福祉施設と医療機関の地域 ICN、管内市高齢福
祉所管課（行政）と連携している。地域包括ケアが進むなかで、薬剤耐性菌など地域で広が
っていく感染症対策は重要であり、とくに高齢者福祉施設での感染症対策は課題となって
いる。しかし、高齢者福祉施設は居住の場であり、必ずしも医師や看護師などの専門家が常
駐していない施設も多く、感染症が集団発生する事例も少なくない。そのなかで、感染症対
策を主管している都の保健所が、高齢者福祉施設を所管している管内の市の高齢福祉所管
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課と連携して、高齢者福祉施設と医療機関の ICN を結び、主体的な活動を促している。ネ
ットワーク構築にあたって、保健所が地域で築き上げてきた関係性のなかで、丁寧にネット
ワーク活動を実施している好事例と考えられる。 

各地域で、地域の特徴を生かし、様々な工夫をこらしながらネットワーク活動が広がって
いる。そのなかで、保健所が地域の課題を把握し、より効果的なネットワーク活動を推進し
ていくことの支援ができるように、本事業班の活動を継続していきたいと考えている。 
 
４．オンライン AMR 対策公衆衛生セミナー 
１）セミナーの開催状況 

保健所職員が院内感染対策ネットワークや薬剤耐性（AMR）対策へ積極的に関与するた
めの支援を図るために、令和４年度からオンライン AMR 対策公衆衛生セミナーを企画・開
催している。今年度は、３０都道府県、６７チーム、４１２人から参加申し込みがあった。
今年度から医療機関との参加を可能としており、１２チームが医療機関と一緒に参加した。 
 
２）セミナーのプログラム 
 セミナーのプログラムは、資料④に示した。講義と演習で構成されており、演習は、今年
度は、メチシリン耐性⻩⾊ブドウ球菌（MRSA）感染症のアウトブレイクを題材とした。 
 講義１（資料⑤）として、薬剤耐性（AMR）対策の経験の少ない保健所職員が薬剤耐性
（AMR）の基礎から対応のポイントまでを習得できるように、JIHS 国立国際医療センター
AMR 臨床リファレンスセンターの藤友結実子先生から「薬剤耐性菌と新 AMR 対策アクシ
ョンプラン」の解説をいただいた。 
 講義２（資料⑥）として、JIHS 国立感染症研究所薬剤耐性研究センターの鈴木里和先生
から「薬剤耐性菌感染症 届け出基準改訂のポイントと受理時の確認事項」の解説をいただ
いた。 
 演習では、「MRSA 感染症アウトブレイクの事例検討」（企画担当：近内美乃里）とし、資
料⑦を用いて、４つの設問ごとにグループディスカッションを行い、各グループの発表の後
で、タイムリーに講師の先生方から丁寧でわかりやすい解説を行った。演習時の各設問の発
表内容とその解説は、資料⑧に示した。 
 
３）グループディスカッションの内容分析（担当：小島絵里、中山文子、森本卓哉） 
 セミナーに参加したグループのうち、演習の際の記録を提出いただいた５８グループの
グループディスカッションの内容を分析した。担当者により、記録内容の確認を行い、検討
されたと思われる項目ごとに大まかにグループ分けを行った。提出された５８グループに
対して、各意見の数を割合で示した。リスト化された項目については、あくまでも演習の記
録から抽出したものであり、その内容の適否については本事業班での検討はしていないこ
とに留意されたい。内容分析の詳細については、資料⑨を参照。 
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（問１−１：医療機関が保健所に連絡した理由について） 
 発生数の急増やアウトブレイクの判断を挙げたグループが 43.1％、具体的な助言・指導
が必要と感じたグループが 39.7％と多かった。実際に報告された場面を想定し、連携機関
がないことや ICN や専門スタッフの不在による相談依頼についても言及しているグループ
も 20％を超えていた。 
（問１−２：連絡を受けた保健所の対応について） 
 所内での検討およびその後の対応について、また、保健所の初動の考え方についての問い
であった。情報の確認について、アウトブレイクか、本当に持ち込みか、というところの確
認を行うと答えたグループは 10.3％であった。ICN（あるいは加算 1 病院）の調整、協力依
頼・相談と回答したグループは 31％であった。 
（問２−１：追加で必要な情報や K 病院に確認することについて） 
 医療機関に訪問し、施設調査を実施、追加情報の取得について考える問いであった。ライ
ンリスト等発生状況の詳細、感染対策の状況等、実際にラウンドに際して必要な情報を確認
することについては、ある程度網羅して考えられていた。本案件に対する病院の方針につい
て確認するとしていたグループは３グループであった。 
（問２−２：今後の対応と方針について） 

医療機関への施設調査後の対応と方針について検討する問いであった。感染対策の助言
として、個室化・コホート化の実施（53.5%）、手指衛生遵守率向上策の強化（32.8%）、接
触感染対策の強化（29.3%）、環境調査・培養の検討（29.3%）について挙げているグループ
が多かった。 
（問３：試験解析報告書と今後の対応について） 
 アウトブレイクであることを伝えると回答したグループは、46.6％と約半数だった。手指
衛生等の感染対策の状況の確認は約 50％、吸引手技の確認は 34.5％であった。それらの状
況を踏まえて実施する「研修の強化」の助言は 17.2％であった。マニュアル化・マニュアル
改訂の助言は、5.2％であった。 
（問 4：地域での取組みについて） 
 保健所による研修実施は 48.3％と約半数であった。マニュアルの見直しの勧奨・支援は
15.5％であった。多剤耐性病原体抑制のためのシステム・体制等の構築については、検出状
況等の公開が 6.9％であった。取組みに対する課題は、病院の組織・体制、病院組織等の了
解を得ることが、それぞれ 13.8％、5.1％だった。 
 
４）セミナー終了後アンケート結果（担当：加藤裕一） 
  セミナー終了後に、参加者にフォームメーラーによるアンケートを実施した。アンケート
回収率は、参加者 429 名中 218 名（50.8％）であった。 
 所属は保健所が 84％と最も多く、次いで医療機関 11％であった。職種は保健師が 46％と
最も多く、次いで医師（16％）、薬剤師（11％）、看護師（7%）の順であった。所属と職種
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でみると、保健所保健師が最も多く、次に保健所医師が多かった。保健所からは、多彩な職
種の参加がみられた。 
 参加回数は、初めての参加が 79％と最も多かった。初めての参加は、保健所保健師が最
も多く、次に保健所医師、保健所事務、保健所薬剤師、医療機関看護師であった。2 回目の
参加は、保健所保健師、保健所医師が多かった。 
 講義１については、すべての職種が大変よく理解できた・まあまあ理解できたと回答して
おり、100％であった。受講回数が増えるほど理解度が進む可能性が考えられた。 
 講義２については、大変よく理解できた・まあまあ理解できたが 92％であった。保健所
事務、保健所保健師に、あまりよくわからなかった・まったくわからなかったとの回答が多
く、職種によっては詳細な細菌や検査についてなじみがない可能性が考えられた。理解度と
受講回数については、明確ではなかった。 
 演習については、難しかった・どちらかというと難しかったが 68％であった。初めての
参加が多く、個々の回答では難しいと感じる参加者が多かった。全体として、研修回数が多
いほど、理解度が改善する可能性があった。 
 地域での薬剤耐性菌対策を進めていくにあたり、自所属で今後取り組むべきことが分か
ったかどうかでは 97％が、わかった・どちらかというとわかったと回答していた。 
 全体を通しての自由記載では、講義と演習を組み合わせることで実践的な研修ができた、
医療機関と行政が共通の課題を議論できる貴重な場であった、保健所の役割を考える機会
となった、との意見が多くみられた。内容については、薬剤耐性（AMR）対策について、
用語の難しさやカタカナ言葉や略語の難しさを挙げる意見もみられた。 
 
※セミナー終了後アンケート結果の詳細は、資料⑩を参照 
 
５）考察 
 令和 4 年度はバンコマイシン耐性腸球菌（VRE）感染症、令和５・６年度はカルバペネム
耐性腸球菌（CRE）感染症と、感染症法上の５類全数把握対象疾患をテーマに実施してきた
が、今年度は、5 類定点把握対象疾患であるメチシリン耐性⻩⾊ブドウ球菌（MRSA）感染
症をテーマに実施した。MRSA 感染症は、発生届が保健所に提出される全数把握対象疾患
と異なり、保健所がアウトブレイクをどのように把握し、対応していくかが課題となること、
また、院内感染対策で重要な薬剤耐性菌とされる一方、日本ではヨーロッパ諸国と比較して
依然として検出率が高いことも選定した理由である。 
 アンケート結果から、初めて参加する者が 79％を占めていたが、講義１、講義 2 ともに
理解度が高かった。しかし、演習では 68％の参加者が、難しかった・どちらかというと難
しかった、と回答しており、経験の少ない薬剤耐性菌のアウトブレイク発生時の具体的な対
応の検討に難しさを感じていたことが推測される。しかし、各問いでのグループディスカッ
ションの発表では、各グループともスムーズに回答していた。おそらく、各グループにおい
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ては、感染症対応への経験のある人が中心となって議論をしたため、グループ発表では理解
が進んでいるように思われたが、個々では難しいと感じていた参加者も多かったことが考
えられる。しかし、地域での薬剤耐性菌対策への取組みについて自所属で今後取組むべきこ
とについては、87％の参加者がわかった・どちらかというとわかった、と回答しており、講
義・演習を通して、薬剤耐性菌対策における自所属の役割について理解できたことが考えら
れる。 
 今年度から、医療機関との参加も可としたところ、12 グループの参加があった。アンケ
ートの自由記載欄からは、医療機関の考え方を知ることができた、一緒に参加して関係が深
まった、ICN も含め地域の専門職とどのように連携すれば良いのか学ぶことができた、保
健所が必要としている情報を確認できた、行政の感染対策の考え方を知った、お互いの距離
が縮まった、などと、関係機関が一緒に参加することについて好意的な意見が多くみられた。 
 地域における感染症対策において医療機関と行政との連携が重要とされるが、日常の業
務のなかで、お互いの立場を知り、それぞれの考え方を理解する機会は限られている。本セ
ミナーにおいて、保健所と医療機関、地方衛生研究所等の職員が、同じテーブルで同じテー
マを議論することにより、お互いの考え方や強みを知り、それを共有していくことで、より
連携が深まっていくことが期待される。   

令和 4 年度から参加方法等を変更しながら本セミナーを実施しているが、一度も参加し
ていない自治体もみられるため、より参加しやすい開催方法や周知方法、また、魅力的なテ
ーマ設定等について検討し、本セミナーが、地域における AMR 対策に保健所が積極的に寄
与するための一助となるよう工夫をしていきたい。 

 
５．まとめ 

これまで本事業班は，保健所が AMR 対策や感染症対策ネットワーク活動へ積極的に関
与することを支援する活動を，保健所メンバーと感染管理専門家メンバーが協力して実施
してきた。今年度もその活動を継続し，地域感染症対策ネットワーク活動に積極的に保健所
が関与している事例調査による好事例の周知、また、オンライン AMR 対策公衆衛生セミ
ナーの企画・開催による保健所職員の資質向上を目指した。 
 AMR 対策をはじめとする地域での感染症対策において、保健所に期待される役割は大き
い。本事業班では、令和 7 年度に引き続き、令和 8 年度も保健所が地域感染症対策ネット
ワークの構築や連携に寄与するための一助となるよう、活動を継続していきたい。 
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吹田市保健所事例調査報告書 

（中核市保健所と管内の全病院が連携し、院内感染対策と高齢者施設支援を行っている事例） 

 

【事例概要】 

１．管内の特徴 

管轄自治体：吹田市（大阪府北部、面積 36.09 ㎢） 

管轄人口：383,669 人（中核市）、高齢化率 23.7% 

(令和 6 年 9 月 30 日時点 「令和 6 年版吹田市統計書」より引用) 

病院数：15 うち加算１：7 病院、加算２：1 病院、加算３：5 病院 

医療圏の特徴：吹田市保健所は 2020 年 4 月の中核市移行に伴い、従来の大阪府吹田保健

所の管轄を引き継ぐ形で設置された。管内には大阪大学医学部附属病院と国立循環器病

研究センターの 2 つの特定機能病院があり、医療との連携、特に感染症の予防対策の取

組みが進んでいる。地域感染症対策ネットワークに該当する活動も積極的に行ってお

り、現在は院内感染対策と高齢者施設支援に関する取り組みがある（図）。 

 

 

図．吹田市の地域感染症ネットワーク概要 
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資料①　吹田市保健所事例調査報告書



２．院内感染対策について 

●ネットワーク構築のきっかけ、経緯、特徴 

地域の病院間の相互支援ネットワークを構築することを目的として大阪大学医学部附

属病院からの提案を受け、平成２３年２月に「院内感染対策連絡会議」を設置した。当

初はインフェクションコントロールドクター(ICD)及び感染管理認定看護師(CNIC)がいる

５病院と保健所による会議として開始した。平成２４年に院内感染対策向上加算が開始

となることをきっかけに管内の病院間で感染対策の格差を防ぐため、同年から管内の全

病院の参加とし、地方衛生研究所（現 大阪健康安全基盤研究所）も構成員とした会議

体となった。 

 

●活動内容、参加機関、事務局など 

活動内容：カンファレンス開催（年４回：吹田市感染対策合同カンファレンス２回、外

来感染対策向上加算カンファレンス２回）、支援チーム派遣（随時） 

参加機関：管内全病院（非加算病院含む）、吹田市医師会、大阪健康安全基盤研究所、吹

田市保健所（表）など。 

事務局：吹田市感染対策合同カンファレンス（吹田市保健所、加算１病院）、外来感染対

策向上加算カンファレンス（加算１病院、吹田市医師会） 

カンファレンスの内容：管内での薬剤耐性菌、抗菌薬使用状況等に関する情報共有や意

見交換（J-SIPHE の登録勧奨）、各病院での感染対策取組内容の報告、アウトブレイク事

例の発生報告や支援チームの活動報告、新興感染症発生に備えた訓練、行政からの感染

症発生動向報告等。 

 

表．吹田市の院内感染対策に関するカンファレンスの参加機関 
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支援チーム派遣の流れ：医療機関内での感染症アウトブレイクの際には、まず保健所が

窓口となり報告を受ける。その後、保健所が管内の加算１病院と調整し、CNIC 等からな

る支援チームを派遣する。なお、調整には電話やメールを主に用いている。 

 

●保健所、加算１病院、医師会との役割分担 

保健所：要領の整備、吹田市感染対策合同カンファレンスの日程調整・開催通知文の作

成・発出などの事務手続き。支援チーム派遣の窓口・調整役。 

加算１病院：吹田市感染対策合同カンファレンスの案件検討・調整・当日の進行（輪

番）、支援チームとして CNIC 等の派遣、外来感染対策向上加算カンファレンスの案件検

討（医師会ととともに） 

医師会：外来感染対策向上加算カンファレンスの日程調整・案件検討（加算１病院とと

ともに）、当日の進行 

 

３．高齢者施設等への支援について 

●ネットワーク構築のきっかけ、経緯、特徴 

平成２５年に地方衛生研究所での研究事業として管内病院の CNIC が協力して高齢者入

所施設向けのアンケート調査や施設訪問、アウトブレイク対応を行った。その後、市内

病院の CNIC による高齢者入所施設への相談・支援のしくみづくりを目指し、平成２７年

度から高齢者施設長と加算１病院による検討の機会の設定や要領の整備等を保健所が実

施した。平成２９年度から施設の感染対策リーダー育成研修や平時の施設ラウンド、ア

ウトブレイク時の支援チームの派遣を開始した。令和２年度以降、新型コロナへの対応

として、繰り返し施設対象の研修等を実施する中で、施設が感染対策向上の取組を主体

的に展開することを目的に、令和６年から現在の高齢者施設等感染対策支援検討会を設

置し、施設の自主的な取組の展開を目指している。 

 

●活動内容、参加機関、事務局など 

活動内容：高齢者施設向け研修（対象：市内高齢者入所施設等 約 180 施設）、平時の施

設ラウンド、アウトブレイク時の支援チームの派遣、高齢者施設等感染対策支援検討会

の運営 

主催機関：吹田市保健所、核となる施設（５施設）、加算１病院の CNIC のうち高齢者施

設支援担当、市の福祉部（高齢福祉室、福祉指導監査室） 

研修：施設のリーダー育成研修という形で年２回行っている。核となる施設が研修の企

画段階から参画している。 

支援チーム派遣：施設でのアウトブレイク相談や報告があった際には、まず保健所が初

動の対応を行う。より専門的な支援が必要な場合は保健所が地域の CNIC に同行を依頼
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し、ともに対応する。 

●保健所に求められる役割 

事務局（核となる施設の意向を踏まえつつ、施設の主体的取組へつながるよう、丁寧な

調整）、アウトブレイクの初動対応 

 

４．各ネットワーク活動のメリット 

病院や高齢者施設にとっては、アウトブレイク対応の支援を受けられるという直接的な

メリットがある。また、複数の専門家チームから最新の知見を得られること、他病院の対

応を知ることなども大きなメリットである。保健所にとっても、加算取得病院だけでなく

管内全病院の医療安全と感染対策レベルの維持向上を図ることができること、また CNIC な

どから具体的な対応スキルを学ぶという人材育成の観点でもメリットは非常に大きい。さ

らに、ハイリスク者である高齢者等の感染や、パンデミック時の高齢者施設等でのクラス

ター等による地域医療への負荷を最小限にすることが期待できると考えている。 

 

５．今後の展望・課題 

人材の入れ替わり等による継続性の確保が一つの課題である。施策として説得力を持た

せるためのアウトカムの可視化（ネットワーク活動によりアウトブレイクの件数や規模が

減少した、など）には限界があるが、上記に挙げたようなメリットに基づき、ネットワー

クの存在自体が地域の感染対策力向上に貢献していると医療機関、保健所の双方が実感し

ている。 

 

【考察】 

吹田市では保健所と管内の病院が連携し、院内感染対策に関する加算が開始される以前

の平成２３年から先進的に地域感染症ネットワークの構築を開始し、対象を拡大しながら

現在もカンファレンス、研修やアウトブレイク対応における支援チームの派遣などの活動

が継続して行われている。 

管内に大阪大学医学部附属病院があり、ネットワークの維持・強化にリーダーシップを

発揮している。また大阪大学医学部附属病院以外の加算１病院からも、医療機関や施設支

援に対する大きな理解がある。保健所も平時の活動における事務局としての役割のみなら

ず、アウトブレイク対応時の支援チーム調整窓口となることや、高齢者入所施設でのアウ

トブレイク発生時には自ら支援チームとしての活動も担うことなど、非常に活発な動きを

している。特徴として①管内全病院がネットワークに参加していること、②高齢者入所施

設で核となる施設を設定し研修企画から参画していること、が挙げられる。 

①平成２３年から「院内感染対策連絡会議」を立ち上げたが、平成２４年の感染症対策

向上加算開始時に、「病院間格差ができることが課題である」との認識のもと、大阪大学医
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学部附属病院がリーダーシップを取り、保健所が各病院に参画を促した。感染症対策向上

加算の枠組みから外れる医療機関の底上げは現在に至るまで重要な課題であり、リーダー

シップを持つ機関とマネジメントを行う機関が適切に連携されて今の形ができていること

は非常に印象的であった。 

②高齢者入所施設は健康弱者が集団生活を送る場であるが、感染症対策に関して人的・

物的資源に余裕がないことが多い。研修などで感染症対策の知識・技術をレベルアップし

ようとしても、業務が多忙であるため研修への参加も容易ではない。本事例では高齢者入

所施設から核となる施設を設定し、その施設が研修の企画時から参画している。この方法

を取ることで施設のニーズに合った研修となる。また、自分事となるため研修の成果も大

きいと思われる。核となる施設の選定には令和４年ごろから施設のヒアリングを行い、特

に感染対策に意識の高い施設を把握した上で、施設長会議などの場で手挙げをしてもらっ

たとのことであった。高齢者施設との連携に関しては多くの自治体で課題となっている

が、この方法は連携の実効性を高める上で参考になる。 

近年、地域感染症対策ネットワークの取り組みが多くの自治体・保健所単位で行われて

いる。本事例は先駆的にネットワークを構築した事例であるが、そこには非公式的な交流

（飲み会など）もヒューマンネットワークの強化に寄与しているとのことだった。また、

ヒアリングを通じて保健所の医療安全部門と感染症対策部門の連携が非常に良好であるこ

とを感じた。行政の強みである事務処理・関係機関調整や、アウトブレイク対応に必須の

専門知識・技術の活用について保健所内でも各部門で適切に役割分担を行っていた。そし

て保健所職員は「学ぶ姿勢」で地域の ICN と信頼関係を築き、現場での協働を通じてスキ

ルアップを図っている。このような顔の見える関係に基づくネットワークの上に、アウト

ブレイク対応の支援チーム派遣といった直接的なアウトカムにつながる事業も行われてお

り、感染対策ネットワーク活動の一つの目標像と考えられた。 
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和歌山市保健所事例調査報告書 

 

【事例概要】 

●管内の特徴 

和歌山市は人口 356,729 人（令和 2年国勢調査人口）の中核市であり、管轄区域に病院が

36 施設（感染症向上加算１病院 4 施設、加算２病院 2 施設、加算３病院 16 施設）、診療所

は 422 施設（令和 7年末時点）。 

（和歌山県設置の保健所は７か所と保健所支所が１か所、中核市である和歌山市設置の保健

所が１か所） 

 

●ネットワーク構築のきっかけ・契機 

2020 年（令和 2 年）以降、和歌山市保健所は市管内の複数病院からバンコマイシン耐性

腸球菌（VRE）の複数件の届出を受理した。市内（地域）でのアウトブレイクを疑い、遺伝

子検査を行うために菌株を確保し保健所から感染研に分子疫学調査を依頼した。基幹病院等

である４病院（加算１）から提出された 191 株のうち VanA 株 ST1421 が 93％（177/190 株）

を占め、医療機関を超えた伝播を示唆しており、病院の ICT と積極的な連携強化を図った。

その後、国立感染症研究所 FETP チームを受け入れて４病院の調査と院内ラウンドおよび報

告会を行い、４病院全員の認識として地域からの持ち込み（蔓延）ではなく、病院内での院

内感染が起こっている共通認識を持つに至った。また和歌山市保健所から和歌山感染危機管

理支援ネットワーク（WaICCS）と共同で市内病院あての通知文（VRE の対策方針や Q＆A）を

発行した。 

2023 年（令和５年）以降も、令和 2 年にも VRE 届け出のあった加算２の中規模病院から

再び発生届の集積が見られ院内感染を疑い、和歌山市衛生研究所でも遺伝子検査も行い株も

一致した。親子関係にある加算１の病院とともに VRE 対策の指導を強化し、加算２病院の院

長の強いコミットメントの下、組織全体での危機意識の統一を図った。これと並行して 2023

年から、5類感染症の発生届で把握できない保菌者情報についても、調査票様式を作って全

病院の協力依頼を行い、保菌状況や VRE 患者の入院前や転院先などの情報も得ている。       

2024 年（令和 6年）7月からは、和歌山県立大学病院の ICD とともに病院において院内で

の研修会や院内での対策会議の指導も行っている。現在は市内の全病院を対象とした和歌山

市感染症対策ネットワークを形作り、9 月には第１回の全体会として市内 36 病院に集まっ

て頂くなど、現在も年１回の全体会議と研修会を実施している。（保健所だけが主催ではな

く、感染対策向上加算１医療機関と共同幹事として立ち上げている） 

和歌山市保健所としては専門家の協力を得ながら地域の関係者をつなげるマネジメント

の役割を求められており、加算１の病院と加算以外の病院を繋ぐことや、加算病院同士の間

に入ることで、和歌山市全体の取り組みを統一化しながら現在も取り組んでいる。 
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●活動内容、参加機関、事務局について 

１）和歌山感染危機管理支援ネットワーク（WaICCS）について 

まず母体となるネットワークの存在として 2017 年（平成 29 年）に県内で感染症に各方面

で携わる有志（医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師、保健所長、保健所職員）がその必要

性を考えて、和歌山県下で WaICCS（和歌山感染危機管理支援ネットワーク、通称ワイック

ス）を立ち上げ、ICT 部会、AST 部会を設置した。特に国の AMR アクションプランを契機に、

加算１の和歌山日赤病院の感染症専門医が中心となり、保健所や感染症に携わる関係者に積

極的に呼びかけたことが大きなきっかけとなった。 

感染対策向上加算１・２の病院職員（ICD、ICN、薬剤師、検査技師など）、保健所長、保

健所職員がコアメンバーとして加わり、ホームページの整備や体制づくりの検討を行ってい

る。行政（事務局）は 2017 年～2022 年までは和歌山市保健所総務企画課が担当し、2023 年

（令和５年）からは和歌山県健康推進課が担当している。会員の管理等は日赤のＩＣＤ医師

が担当し、窓口の一つとして和歌山市保健所でオンライン窓口を作って運用している。 

 

２）和歌山市感染症対策ネットワーク活動が広がった経過 

和歌山市保健所による和歌山市感染症対策ネットワーク活動を形作るきっかけは令和２

年からの VRE の発生への取り組みである。加算１、２病院の ICT（ICD、ICN など）と行政が、

VRE の拡大防止という共通目的に取り組むことで連携が密になったこと、また、地域全体で

取り組まなければならないという認識がお互いに深まったことで、市全体での感染症対策ネ

ットワーク活動立ち上げへの機運が高まった。 

保健所から中小病院への介入の必要性については、感染対策向上加算１、２病院同士の連

携はあるが、その他の病院や施設からの不安や戸惑いが大きく、加算病院の VRE 対策の情報

をまとめて加算外の病院へ情報提供する役割を行政が担う必要があると考えられた。 

現在は、加算外の病院を含めた手指衛生を始めとする感染対策の底上げのためのネットワ

ーク構築の必要性のために、和歌山県立医科大学付属病院感染制御部の協力も得ている。 

 

●保健所に求められる役割 

保健所は病院等それぞれと相談や状況把握においてつながる役割を担っている。事務局は

総務企画課健康危機管理班（平成 25 年から設置）が担当しており、会議の日程調整、会議

の議題の調整（主に幹事病院と）、方針の明確化（中長期的な計画）、病院からの相談対応、

情報のハブ機能などの役割を担っている。加算１、２、３、加算外の病院をつなぐ役割、国

立感染症研究所との調整役（検査や調査）や感染症対策について明示化し、継続できる形に

する役割（例：ネットワーク要領、ホームページ、Ｑ＆Ａ（R3.12.17）などの作成：図１、

２）や病院への情報提供の役割などを行っている。 
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●VRE 対策で保健所が留意した点と課題 

VRE 対策としては個々の病院で認識のずれがあったため、個々の介入事例について VRE が

発生している院長に加算１連携会議に参加して頂き、直接感染症専門医の意見交換に参加し

てもらうことで、院長の認識（院内感染に対する危機意識）を変えることができた。 

また加算１の病院が４つあり、保健所が４つの病院と個別に調整する必要があり、連携の上

で難しかった。その後、和歌山市感染症ネットワークが形づくられて少し解消した。 

VRE の介入に関しては、中小病院のスクリーニング検査費用の問題は今も残る。2023 年に

再燃した加算２病院に関しては、加算１との会議で院長がその危機状況を理解して病院の予

算でスクリーニングを実施。保健所も行政検査の中で環境スクリーニングをすることで解決

した。（市衛生研究所では菌株の検査は可能であるが、スクリーニング検査は困難）VRE 感染

症の届け出患者数は 2020 年をピークに徐々に減少していたが、2025 年も 4 例ほど報告を認

めている。2023 年からの保菌者数報告も横ばいが続き（年間 150 人弱）、市全体の問題とし

て継続した取り組みが必要である。 

 

●ネットワーク活動の内容 

１）地域感染症対策ネットワーク（会議）への参加機関、参加団体 

和歌山市感染症対策ネットワーク（図３）によるネットワーク会議の開催は、幹事会が年

１回、全体会年１回、研修会年１回を行っている。感染対策向上加算に入っていない病院も

含めて管内全病院（36 か所）に呼び掛けて参加頂いている（診療所は未参加）。同じ部局内

にある市衛研も参加している。 

VRE 対策を病院に指導する場合は、ICN と一緒に助言している。加算連携がある病院は、

加算連携の親病院と一緒に同行しての指導を行う。加算が無い病院には保健所が調整する。

加算１の病院と中小の病院では、設備の違いや組織の違いなど人的・物的資源が異なること

も事前に加算１病院と共有したうえで、助言するようにしている。高齢者施設、障害者施設、

介護施設に施設数が多く、感染対策への認識や対策レベルが様々なためアプローチ対象や方

法を検討する必要がある。 

 

２）ネットワーク会議と加算カンファレンスとの関係性 

一部、加算の連携が市内病院だけの病院は、加算カンファとネットワーク会議を兼ねるこ

とが可能。加算の合同訓練は、ネットワーク活動と兼ねている。 

http://www.kansen-wakayama.jp/topcs/topcs116.html 図 1 和歌山市感染症情報センターHP 

図 2 和歌山市感染症情報センター 

バンコマイシン耐性腸球菌（VRE）感染症 
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和歌山市医療圏（和歌山市保健所）の加算１病院数は４つあり、それぞれが加算病院との

連携をしている。今回、全体会では、その中の一つの連携での取組を話して共有して頂いた。 

 

 

 

 

 

 

●ネットワーク活動が構築されたことのメリット 

和歌山市・県（本庁・保健所）と大学病院や基幹病院とのネットワーク活動が構築された

ことのメリットは、医療機関にとってはＩＣＮや保健所に相談しやすくなり、他の病院の取

組情報を得ることが可能となった。一方、行政（保健所）にとっては、ＩＣＮと保健所との

距離が縮まり普段からの情報交換が増え、感染症の情報共有がスムーズになった。何か起こ

った時の探知も早くなる効果が期待され、情報発信が容易になった。 

現在の和歌山市感染症ネットワークと活動内容を図４に示した。現在の活動内容は①情報

共有（ネットワーク会議の開催；年 1回、感染症便りのメール発送：月 1回、ホームページ

を活用した感染症情報の発信）②啓発物やデータ管理等共有ツールの作成、③病院向け研修

会、④感染対策の相談、⑤病院見学（加算 1 と加算 3 病院と連携したラウンド見学）、⑥感

染対策向上加算取得の普及、⑦高齢者施設対策に関する支援などがある。 

 

 

 

 

 

図３ 和歌山市感染症ネットワーク図（保健所と感染対策向上加算１の４病院が共同幹事） 

図４ 現在の和歌山市感染症ネットワークと活動内容 
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●予算やその他 

地域感染症対策ネットワーク活動に際しての予算の確保は、市独自で研修の報奨金予算を

確保している。 

 

●今後の展望及び課題について 

和歌山市の地域感染症対策ネットワーク活動の今後の継続、拡大について（社会福祉施設の

参加拡大など） 

短期的には、和歌山県立医科大学の研究に協力して取り組んでいる「地域の医療関連施設

にむけた最適な手指衛生向上対策支援策・情報伝達法についての研究」において、市内３６

病院への手指衛生アンケートを実施中である。その情報還元とともに、病院における院内感

染対策の向上及び評価を図っていきたい。また、社会福祉施設へのアプローチを考えていき

たい。 

 

令和 7年度厚生労働科学特別研究事業（25CA2031） 

「AMR アクションプランの目標達成に向けた手指衛生の実効的向上を目指す研究」 

「地域の医療関連施設にむけた最適な手指衛生向上対策支援策・情報伝達法についての研究」 

 

【考察】 

本事例は、和歌山市保健所は 2013 年に健康危機管理班を設置し、2017 年に WaICCS の立

ち上げに尽力しながら熱心な感染症対策を実施している。さらに 2020 年（令和 2年）に VRE

の複数病院のアウトブレイクにおいても、FETP チームの指導を仰ぎながら加算１の４病院

と連携して、積極的に介入することで届出患者数の報告も減少している。 

保健所の役割は、専門家の協力を得ながら地域の関係者をつなげるマネジメントの役割を

担い、管内 36 病院すべてを巻き込んだ和歌山市感染症ネットワークを立ち上げている。 

現在は、和歌山県立医科大学の研究に協力して取り組んでいる「地域の医療関連施設にむ

けた最適な手指衛生向上対策支援策・情報伝達法についての研究」において、市内３６病院

への手指衛生アンケートを実施中である。その情報還元とともに、病院における院内感染対

策の向上及び評価を行い、今後は社会福祉施設への介入も検討している。 
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東京都多摩府中保健所事例調査報告書 

 

【事例概要】 

●管内の特徴：東京都多摩府中保健所は東京都のほぼ中央に位置し、武蔵野市・三鷹

市・府中市・調布市・小金井市・狛江市の 6 市を管轄している。管轄内の人口は約 104

万人（令和 6 年 1 月 1 日時点）、全国で管内人口が最も多い保健所である。管轄地域内に

は高齢者施設が 37 施設、介護老人保健施設が 18 施設ある。 

●ネットワーク構築のきっかけ、経緯、特徴：新型コロナウイルス感染症の感染拡大

時、高齢者福祉施設で多くの集団発生が起こった。保健所が施設に訪問し積極的疫学調

査等を行う中で、感染症の拡大が高齢者の ADL や QOL 低下に影響していること、施設が

持つ課題には共通点があること、施設同士の繋がりが希薄で経験や知識の共有が無いこ

とを把握し、圏域全体で感染症対応力底上げの必要性を把握した。さらに、管内医療機

関 ICN へ施設同行を依頼し、助言を得る等、ICN と施設を繋ぐ役割を果たし、地域連携

の必要性を認識した。このことから、高齢者福祉施設、所管６市高齢福祉主管課、地域

ICN 等の連携を促進し、高齢者福祉施設の感染症対応力の向上に向けた地域ネットワー

ク醸成を目指した。 

 

【調査結果】 

●活動内容、参加機関、事務局 

いずれの活動も保健所の感染症部門が事務局となり、以下の内容を主に実施している。 

1. Web や対面での研修や意見交換会の実施：施設職員を対象に知識普及、また、施設

同士の繋がりの場を提供している。施設職員、ICN が講師となり、徐々に事業への

参画を進めている。テーマは、感染症基礎知識、集団発生対応、マニュアルであっ

た。 

2. シンポジウム：事業に関わる関係機関全体で、施設での感染症対策を考える機会と

なった。６市の特別養護老人ホームがシンポジストとなり、コロナ経験を踏まえた

変化や今後の課題等の意見交換が行われた。 

3. チェックリストの作成とデジタル化：主体的に自組織及び自身の感染対策における

意識や手技を経時的に確認するため、施設長向け及び職員向けに作成された。集団

発生の振返りの際等に、地区担当保健師から活用を働きかけている。 

〇施設管理者向けチェックリスト    〇職員向けチェックリスト         

※いずれも左：紙面版、右：デジタル版 
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4. 事例集「隣の施設の感染対策アイデア帳」の作成：施設ごとの優れた感染症対策に

関する取組を他の施設とも共有し、施設の主体的な取り組みを促進するために実施

された。管内 6 市担当者および施設職員と協働し感染対策に関する事例集を作成さ

れた。執筆施設と ICN が作成検討委員となり、検討会にて方向性を決め、１２施設

が好事例を執筆、ICN のコラム、感染症情報やチェックリストを掲載している。各

施設執筆については、地区担当保健師が施設の長所を言語化する等、丁寧な伴走を

している。業務で忙しい中、施設職員が手に取って一目で内容がわかるようなデザ

インになっている。 

〇隣の施設の感染対策アイデア帳 

 

 

 

●保健所に求められる役割・保健所が果たした役割：事業の主体として、ネットワーク

の構築・維持の役割が求められている。ネットワーク構築に当たって、６市高齢者福祉

主管課に関しては、年度初めの顔合わせや、集団発生時、施設調査の同行や、当該市の

傾向や動向に関する意見交換を通しネットワーク構築の意義が共有できるように努めら

れており、今回のネットワークへの参加に繋がった。管内の医療機関 ICN に関してはコ

ロナ禍以前から別の会議等で顔の見える関係であったこと、発生時に施設への助言者と

して繋がったことが、今回のネットワークへの参加に繋がった。 

●予算の有無について：都保健所である多摩・島しょ地域の保健所では、二次保健医療

圏ごとに保健医療サービスの向上を目指す「地域保健医療推進プラン」を策定してい

る。このプランを達成するために保健所は具体的な行動計画として「課題別地域保健医

療推進プラン」を作成し、複数年の事業として、都が予算を確保している。本事例は 2

年間の事業となっており、事業の予算内で研修会やシンポジウムの開催、事例集の作成

を行っている。 

●ネットワーク活動が構築されたことのメリット：個別施設においては、平時からの感

染症対策へ主体的な取り組みの広がりがあり、施設と保健所の相互理解が促進されたこ

とにより日頃の連絡が相互に取りやすくなった。また、事例集を通した施設同士での質

疑、合同研修の開催、クラスターが発生した後の振り返り会を他施設が見学する等事業

を通して培われた施設同士の連携が拡大している。さらに、一部の市高齢福祉主管課に

て、従来の特養施設長会に加えて、新たに有料老人ホーム施設長会を新たに実施する動

きもあった。 

●今後の展望：施設の主体的取り組みが継続できるよう、施設対応や関係機関とのやり

取りの際に、事例集活用や地域連携を促進する。保育や障害等他の福祉施設にも取り組
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みを展開し、地域全体で感染症対策が充実するように働きかけていく。 

 

【考察】 

本事例は、保健所が主導となり管轄地域の感染症対策底上げを目的に、高齢者福祉

主管課と共に、高齢者施設と地域資源である医療機関、また高齢者施設同士を繋げた好

事例と考えられる。課題としては、高齢者福祉主管課が主体性を持って事務局の運営を

行うことや、高齢者施設が持ち回りで定期的に会議を開催すること等が挙がっている。 

 今回の調査を行い、アウトブレイクが発生した際の個別の対応に留まるだけではな

く、地域の課題抽出につなげていくこと、その課題を解決するために取り組まれた具体

的な内容（各種研修会やチェックリストのデジタル化、分かりやすい構成の事例集

等）、主管課との関わり方を学んだ。チェックリスト等のツールを施設担当者に日常的

に使ってもらい、会議の場で顔の見える関係を築き好事例を積み重ねていくことで、義

務的になりやすいツール等への入力業務も、より目的を持ったものとして認識されると

考える。またこのネットワーク構築にあたっては、地域の担当保健師等がコロナ禍であ

っても現地に行き地道に築き上げた関係性の上に成り立っており、日々丁寧に業務を行

っていく重要性を再認識した。 
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令和７年 オンライン AMR 対策公衆衛生セミナー プログラム 

日程 令和 7 年 12 月 1 日（月） 13：25～16：30 

方法 
https://us06web.zoom.us/・・・・・・・・・・・・・・・・  
ミーティング ID: ・・・・・・・・・・ 
パスコード: ・・・・・・・・ 

開始 
時刻 

終了 
時刻 方法 具体的内容 講師（予定）＊ 

～13：25 入室：名簿でお知らせしている各チームの ZOOM 表示（ZOOM No.（3 桁） 都道府

県名 都道府県内チーム番号）で入室願います。 
（例：109 神奈川 6） 

13：25 13：30 ・オリエンテーション 
・あいさつ（全国保健所長会 藤田利枝 会長） 

13：30 14：10 講義 1 薬剤耐性菌と新 AMR 対策アクションプラン（仮題） 藤友先生 
14：10 14：50 

講義 2 薬剤耐性菌感染症 届け出基準改訂のポイントと受理時

の確認事項 鈴木先生 

14：50 15：00 休憩（各チームでグループワークがしやすいレイアウトに適宜変更ください。 
各自、演習の資料（ケーススタディ、参考資料等）をご準備ください。 

15：00 16：30 

演習 

MRSA アウトブレイクの事例検討 
＜設問＞ 
① 報告と情報共有、② 初期の対応、③ 試験解析報告書

の検討と拡大時の対応、④ 地域での連携 
４つの設問ごとに、グループディスカッション、発表、解

説を行う。 
 

＜まとめ・講評＞ 
 

（進行） 
事業班 
（発表） 
指定されたチー

ム 
（解説・講評） 
具先生、山岸先

生、鈴木先生、 
藤友先生、佐々

木先生 
※スケジュールについては、変更になる場合があります。また、本セミナーは報告書作成のため録画する予

定です。以上につき、予めご了承ください。 

 
＊令和７年度地域保健総合推進事業 全国保健所長会協力事業 
「院内感染対策ネットワークと保健所の連携推進事業」分担事業者：近内 美乃里（鎌倉保健福祉事務所） 
藤友 結実子（JIHS 国立国際医療センターAMR 臨床リファレンスセンター 情報・教育支援室長） 
佐々木 秀悟（JIHS 国立国際医療センターAMR 臨床リファレンスセンター 特任研究員） 
具 芳明（東京科学大学大学院医歯学総合研究科 統合臨床感染症学分野 教授） 
鈴木 里和（JIHS 国立感染症研究所薬剤耐性研究センター 第 1 室 室長）  
山岸 拓也（JIHS 国立感染症研究所薬剤耐性研究センター 第 4 室 室長） 
全国保健所長会／日本公衆衛生協会 
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薬剤耐性（AMR）対策事例検討 
ケーススタディ 

 
メチシリン耐性黄色ブドウ球菌(MRSA)感染症 

 
 

  

――  事事例例検検討討（（9900 分分））のの進進めめ方方  ――  
① 進め方の説明 3 分  15:00～15:03 
② 役割の決定  2 分（司会者、発表者、書記） 15:03～15:05 
③ 事例検討   75 分    15:05～16:20 

・事例を読み進めながら、設問について各グループで検討 
・ランダムに指名されたグループが検討結果を発表し、講師が解説 

第 1 問 検討 4 分 発表・解説 4 分 
第 2 問 検討 10 分 発表・解説 8 分 
第 3 問 解説 8 分 検討 10 分 発表・解説 8 分     
第 4 問 検討 10 分 発表・解説 8 分 

 ④ まとめ・講評 10 分   16:20～16:30 

指示があるまで、次のページをめくらないでください。 
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2025 年 9 月です。 あなたがたは、K 県 K 市にある保健所、衛生研究所、医療機関の職員です。 

 

K 病院は、１２０床（一般４０床、療養８０床）ある地域の一般病院です。二次救急などの地域医療

を担うとともに、近隣の基幹病院や高齢者施設から入院患者が紹介されてきます。 

本日、K 病院から「今年の５月ごろから、メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（MRSA）の陽性者が増えて

いる」との連絡が、保健所にありました。 

 保健所の担当者が、病院から聞き取った内容はつぎのとおりです。 

   

（発生状況） 

① いままで、MRSA は、月２～３例の検出が報告されていた。 

② 今年の７月は 6 例、８月は 12 例だった。 

 

（医療機関の対応） 

① K 病院は、診療報酬における感染対策向上加算を算定していないため、地域で感染症対策で

連携している医療機関はない。 

② 感染管理認定看護師はいない。看護部長を中心に感染対策を実施している。 

③ 院内感染対策マニュアルに準じて対応しており、マスク・ガウン・手袋・手指衛生等の標準予防

策を実施している。 

④ 病室の移動が難しく、MRSA 陽性者の個室対応はしていない。 

⑤ 毎月、検出された薬剤耐性菌については、感染対策委員会で報告している。 

⑥ 基幹病院や高齢者施設等からの入院患者も多く、持ち込みによる MRSA の増加と考えている。 

 

 

 

表１．2025 年 2 月～2025 年 8 月の MRSA 検出数 

 

 

 

 

 

 

 

【第１問】 （検討４分、発表・解説４分） 

K 病院が保健所に連絡をした理由と連絡を受けた保健所の対応について、話し合いましょう。 

 

  

 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 

MRSA 検出数 ２ ２ ３ ２ ３ ６ 12 
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保健所は、管内の感染対策向上加算１の医療機関である A 総合病院の ICN に相談し、一緒に K

病院を訪問することにしました。 

訪問したところ、K 病院の対応と MRSA の発生状況（図 1）は、つぎのとおりでした。 

 

 

（K 病院の対応） 

① K病院の2階病棟は急性期病床、3階東病棟と3階西病棟は療養型病床で、2階病棟のMRSA

陽性者が多い。 

② MRSA 陽性者には、ガウン、手袋を着用して対応しているが、個室対応はしていない。 

③ 手指衛生の徹底は、感染対策委員会や研修会で繰り返し周知している。 

④ アルコール性手指消毒剤は個人で携帯していて、各病室の入り口にも配備している。 

⑤ MRSA 陽性者の増加は、持ち込みであるので追加の対応は考えていない。 

⑥ 月 1 回の感染対策委員会で、院長にも報告している。 

⑦ 細菌検査は外注している。 

 

 

図 1 病棟別 MRSA 発生状況（2025 年 2 月～2025 年 8 月） 

 

 

【第２問】 （検討 10 分、解説８分） 

この時点で、 

１． 追加で必要な情報や K 病院に確認すること 

２． 今後の対応と方針 

について考えましょう。 
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保健所は、院内で MRSA の感染が拡がっている可能性を考え、菌株の解析を衛生研究所に依頼

することにしました。また、ベッド柵などの高頻度接触面の清掃や消毒が不十分であったことから、

MRSA 陽性者が多い 2 階病棟内の環境調査を実施しました。 

 

 

 

 

表 2．菌株の検査を実施した MRSA 陽性者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3．環境調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３問】 （検討１０分、発表・解説８分） 

試験解析報告書を参考に、今後の対応について話し合いましょう。 

 

  

No 年齢 性別 病棟 病名 
検体 

提出日 
検出部位 

１ 85 男 2 階病棟 脳梗塞後遺症 8/14 血液・尿 

２ 78 男 2 階病棟 誤嚥性肺炎 8/19 吸引痰 

３ 72 女 2 階病棟 急性気管支炎 8/20 喀痰 

４ 76 男 2 階病棟 誤嚥性肺炎 8/22 吸引痰 

５ 87 男 2 階病棟 急性気管支炎 8/26 吸引痰 

６ 62 男 2 階病棟 尿路感染症 8/28 喀痰 

７ 75 女 2 階病棟 熱傷 8/29 創部 

８ 95 女 3 階東病棟 急性気管支炎 8/27 喀痰 

９ 88 男 3 階東病棟 脳出血後遺症 ８/22 カテーテル尿 

１０ 85 男 3 階西病棟 誤嚥性肺炎 8/25 吸引痰 

No  病棟 

１１ ベッド柵 2 階病棟 

１２ 患者ベットの吸引器周辺 2 階病棟 

１３ 包交車 2 階病棟 

１４ ベッドサイドのモニター 2 階病棟 
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保健所は、衛生研究所からの試験解析報告書をもとに、院内で MRSA 感染が拡大していることを、

K 病院の院長と看護部長に伝え、今後の対応について相談しました。 

また、地域で MRSA 感染症をはじめとした薬剤耐性菌などの感染対策への取り組みを推進するた

めに、保健所と A 総合病院で取り組めることを考えました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第４問】（検討１０分、発表・解説８分） 

 地域で、どのような取り組みができるか、具体的に話し合いましょう。また、取り組みに対する課題に

ついても話し合いましょう。 
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2025 年 2 月～2025 年 8 月における MRSA 陽性者 

No 
年

齢 
性別 病棟 病名 

検体 

提出日 
検出部位 

2-1 82 男 2 階病棟 誤嚥性肺炎 2/12 吸引痰 

2-2 84 男 3 階東病棟 脳梗塞後遺症・褥瘡 2/20 創部 

3-1 85 女 3 階東病棟 尿路感染症 3/10 カテーテル尿 

3-2 79 男 3 階西病棟 心不全増悪 3/15 喀痰 

4-1 90 男 3 階東病棟 脱水・急性腸炎 4/５ 便 

4-2 82 男 3 階西病棟 胸膜炎 4/8 胸水 

4-3 65 女 ２階病棟 熱傷 4/12 創部 

5-1 87 女 3 階西病棟 慢性腎不全 5/10 喀痰 

5-2 86 男 3 階東病棟 褥瘡 5/15 創部 

6-1 92 男 3 階西病棟 尿路感染症 6/5 カテーテル尿 

6-2 70 女 2 階病棟 敗血症 6/12 血液 

6-3 76 男 2 階病棟 慢性閉塞性肺疾患急性増悪 6/23 喀痰 

7-1 86 女 3 階西病棟 誤嚥性肺炎 7/3 吸引痰 

7-2 87 男 3 階東病棟 脳梗塞後遺症 7/5 吸引痰 

7-3 80 男 2 階病棟 脳梗塞後遺症・褥瘡 7/6 吸引痰 

7-4 88 女 3 階東病棟 急性腸炎 7/10 便 

7-5 83 男 2 階病棟 誤嚥性肺炎 7/24 吸引痰 

7-6 80 男 2 階病棟 肺炎 7/30 吸引痰 

8-1 77 女 2 階病棟 慢性心不全 8/5 血液 

8-2 89 女 3 階西病棟 慢性呼吸不全 8/10 喀痰 

8-3 85 男 2 階病棟 脳梗塞後遺症 8/14 血液・尿 

8-4 78 男 2 階病棟 誤嚥性肺炎 8/19 吸引痰 

8-5 72 女 2 階病棟 急性気管支炎 8/20 喀痰 

8-6 76 男 2 階病棟 誤嚥性肺炎 8/22 吸引痰 

8-7 87 男 2 階病棟 急性気管支炎 8/26 吸引痰 

8-8 62 男 2 階病棟 尿路感染症 8/28 喀痰 

8-9 75 女 2 階病棟 熱傷 8/29 創部 

8-10 95 女 3 階東病棟 急性気管支炎 8/27 喀痰 

8-11 88 男 3 階東病棟 脳出血後遺症 ８/22 カテーテル尿 

8-12 85 男 3 階西病棟 誤嚥性肺炎 8/25 吸引痰 

第２問 追加資料 
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参考資料 1－1 

●●  特特  徴徴      

 MRSA は医療関連感染を起こす代表的な細菌であり、病院内で分離される耐性菌として最も分離頻度が高い。入院患者から分離される黄

色ブドウ球菌に占める MRSA の割合は、2011 年の 54.6％から年々減少し、2016 年には 47.7％となった。しかし、2016 年からはほ

ぼ横ばいで、48％前後で推移し、2021 年には 46.5％、その後減少傾向となり、2024 年は 45.7％となっている。１） 

 MRSA には、従来の病原性の低い院内感染型 MRSA（healthcare-associated MRSA：HA-MRSA）と市中において健常人に感染する

病原性の高い市中感染型 MRSA（community-associated MRSA：CA-MRSA）があり、現在では遺伝子型が異なることがわかってきて

おり、区別して考えるようになっている。 

 メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（MRSA）感染症は、メチシリンなどのペニシリン剤をはじめとして、β—ラクタム剤、アミノ配糖体剤、

マクロライド剤などの多くの薬剤に対し多剤耐性を示す黄色ブドウ球菌による感染症である。感染症法において、５類定点把握対象疾患〔基

幹定点医療機関（病床数 300 以上の内科または外科を標榜する病院、全国約 500 定点）の医師が MRSA 感染症と診断した場合、月単位で

届け出ることが義務付けられている〕に位置付けられている。 

●●  感感染染経経路路      

接触感染。患者及び患者周囲の環境に直接接触することで汚染した手指や衣服などを介して感染する。 

 黄色ブドウ球菌（Staphylococcus aureus）は、ヒトや動物の皮膚、粘膜等の体表面に常在するグラム陽性球菌である。健常人の 20－30％

が保菌者であるといわれている。本菌は化膿症や膿痂疹などの皮膚軟部組織感染症（SSTI）、さらには菌血症や毒素性ショック症候群（TSS）

など様々な感染症を引き起こすが、メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（MRSA）感染症で多いのは肺炎、菌血症や手術関連感染症である。MRSA

は、皮膚や鼻腔に保菌されており、血液検体等の無菌検体から分離された場合は原因菌として扱う必要がある一方で、皮膚検体や呼吸器検体等

の保菌の可能性がある検体から分離された場合は、原因菌かどうかを慎重に判断する必要がある。 

●●  疫疫  学学      

グリコペプチド系薬（バンコマイシン・テイコプラニン）、アミノ配糖体系薬（アルベカシン）、オキサゾリジノン系薬（リネゾリド・テジ

ゾリド）、環状リポペプチド系薬（ダプトマイシン）などの抗 MRSA 薬で治療する。 

●●  治治  療療        

1) JANIS 厚生労働省院内感染対策サーベイランス事業 

（参考）MRSA 感染症の診療ガイドライン 2024 日本化学療法学会・日本感染症学会 

メメチチシシリリンン耐耐性性黄黄色色ブブドドウウ球球菌菌（（ｍｍeetthhiicciilllliinn--rreessiissttaanntt  SSttaapphhyyllooccooccccuuss  aauurreeuuss））感感染染症症  
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参考資料 2-1 

●●  個個人人防防護護具具ににつついいてて      

 〇個室への収容が望ましい 

 〇同じ病原体の保菌者および感染症患者は、集団隔離（コホーティング）も可能 

 〇個室および集団隔離が難しい場合。ベッド間距離を 1m 以上に保つことが望ましい。また、カーテンなどによる障壁を設ける。 

 〇患者の移動や移送が必要な場合は、感染部位や保菌部位を覆う 

 感染源に直接、または間接的に接触して感染する。医療関連感染で最も重要な頻度の高い感染経路である。接触によって２形

態に分かれる。 

１）直接接触感染：感染者から微生物が直接伝播する。 

２）間接接触感染：微生物が汚染した物や人を介して伝播する。例えば、適切に手指衛生を行わなかった手、患者ごとに交換さ

れなかった手袋、微生物に汚染した医療器具や器材など。 

●●  器器具具のの取取りり扱扱いいににつついいてて      

〇医療器材（血圧計、聴診器、体温計など）は、患者専用にすることが望ましい 

〇複数の患者に使用する器具は、患者ごとに必ず洗浄または消毒する 

 〇患者や患者周辺環境に触れる時には、手袋を着用する 

 〇患者や患者周辺環境に直接触れる可能性がある場合は、ガウンを着用する 

 〇個人防護具は病室退室前に外し、手指衛生を行う 

●●  病病室室ににつついいてて          

（日本環境感染学会教育委員会ツール Ver4 より引用） 

接接触触予予防防策策ととはは  

 
 

参考資料 2－2 

 MRSA はグラム陽性菌のうちで最も多く検出される耐性菌であり、主要な多剤耐性菌の一つである。保菌者との接触や医療従

事者等を介した伝播、療養環境、医療機器を介した環境からの伝播等がみられ、継続した感染対策が必要である。 

□□ 手手指指衛衛生生のの改改善善  

□□ 接接触触予予防防策策（（手手袋袋、、ガガウウンンななどどのの個個人人防防護護服服のの着着用用））のの強強化化  

□□ 患患者者のの隔隔離離ややココホホーーテティィンンググ  

□□ 医医療療機機器器のの取取扱扱いいのの確確認認。。使使いい捨捨てて器器材材のの使使用用ままたたはは患患者者専専用用ににすするるななどど。。  

□□ 環環境境清清掃掃のの強強化化  

□□ 環環境境培培養養（（アアウウトトブブレレイイククのの際際にに検検討討））  

□□ 抗抗菌菌薬薬のの適適正正使使用用  

□□ 除除菌菌治治療療  

□□ 消消毒毒・・滅滅菌菌手手順順のの確確認認  

□□ ササーーベベイイラランンスス  

早期よりアウトブレイクを把握するためには、日常的なサーベイランスを行い、MRSA の検出状況を知っておくことが必要であ

る。通常の発生レベルより多くみられる場合は、アウトブレイクを考慮して速やかな対策が必要となる。 

□□ 患患者者ののススククリリーーニニンンググ  

□□ 医医療療従従事事者者ののトトレレーーニニンンググとと教教育育  

□□ MMRRSSAA がが検検出出さされれてていいるるここととやや感感染染対対策策のの方方法法ににつついいてて、、ススタタッッフフ間間ででのの情情報報共共有有  

（参考文献：MRSA 感染症の診療ガイドライン 2024 日本化学療法学会・日本感染症学会） 

MMRRSSAA 感感染染症症のの感感染染対対策策  
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試験解析報告書 

 

1. 型別解析結果 
お送りいただいた、メチシリン耐性⻩⾊ブドウ球菌（MRSA）10 株について、PCR-

based Open Reading Fram Typing (POT 法)を実施いたしましたのでその結果を下表に
示します。 

 

 
（参考：実際の電気泳動像） 

 

菌株番号 No 年齢 性別 病棟 検体提出日 POT 値 

T-7756 １ 85 男 2 階病棟 8/14 106-137-80 

T-7757 ２ 78 男 2 階病棟 8/19 106-137-80 

T-7758 ３ 72 女 2 階病棟 8/20 106-137-80 

T-7759 ４ 76 男 2 階病棟 8/22 106-191-120 
T-7760 ５ 87 男 2 階病棟 8/26 106-137-80 

T-7761 ６ 62 男 2 階病棟 8/28 106-137-80 

T-7762 ７ 75 女 2 階病棟 8/29 106-137-80 

T-7763 ８ 95 女 3 階東病棟 8/27 127-153-127 

T-7764 ９ 88 男 3 階東病棟 ８/22 107-155-125 

T-7765 １０ 85 男 3 階西病棟 8/25 106-147-125 

参考資料３ 
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２．環境検体からの MRSA 検出 
送付いただいた環境拭い綿棒を MRSA 検出用スクリーニング培地（バイタルメディア 

MDRS-K 寒天培地（極東製薬））に塗布し、35℃ 48 時間培養し、コロニーの発育を確認
いたしました。 

 

番号 検体 コロニーの発育 

１１ ベッド柵 2 階病棟 - 

１２ 患者ベッドの吸引器周辺 2 階病棟 ++  

１３ 包交車 2 階病棟 - 

１４ ベッドサイドのモニター 2 階病棟 - 
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地域のネットワークとは

中小規模の
医療機関

地域感染症対策ネットワーク（仮称）

大規模な
医療機関

医師会

地方衛生
研究所

高齢者
施設

薬剤師会
保健所
自治体

ネットワーク会議

地域には既に感染対策向上加算の連携がある！
保健所は、医療機関，医師会，薬剤師会，高齢者施設，地方衛生研究
所等のそれぞれの施設と関連が深い！

AMR対策アクションプラン（2023−2027）
感染予防・管理に関する地域の病院と関係機

関（診療所、薬局、高齢者施設、保健所、地方
衛生研究所等）とが連携した活動を広げ、地域
における総合的な感染症対策ネットワークを構
築する。（戦略3.1）

まずは，いまある連携のなかで、保健所の役割を考えてみる。

その地域にあったネットワークの在り方が見えてくる。
保健所は地域の繋ぎ役になれるかも。

保健所等の行政機関と地域の医療機関や医師会、社会福祉施
設等が、感染症の予防やまん延防止等の感染症対策に関して情報
共有や相互支援ができるヒューマンネットワーク（顔と顔をつな
ぐ関係）のこと。
中小病院等の管内の全医療機関が参加できることが望ましい。

また、定期的な会議開催や感染対策向上加算の有無は問わない。

＜当事業班が目指す地域感染症対策ネットワークとは＞

令和7年度地域保健総合推進事業（全国保健所長会協力事業）院内感染対策ネットワークと保健所の連携推進事業

参考資料４
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令和 7 年 オンライン AMR 対策公衆衛生セミナー 
演習時の参考資料について 

 
【【第第 11 問問（（報報告告とと情情報報共共有有））のの参参考考資資料料】】  
参考資料 1-1  メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（methicillin-resistant Staphylococcus aureus）感

染症 
・MRSA の特徴や感染経路等の一般的な特徴を記し、基本的知識の共有を図る 
参考資料 1-2  MRSA 感染症の届出基準 
・MRSA 感染症の感染症法による届出を理解する 
参考資料 1-3  医療機関における院内感染対策について（国通知） 
・院内感染対策に関連する H26.12 月発出の通知。院内感染のアウトブレイクの基準やアウトブレ

イク時の対応の考え方、保健所等への報告の基準、報告を受けた保健所の対応等について記載 
・感染症法以外のアウトブレイク時の保健所への報告について考える 
 
【【第第 22 問問（（初初期期のの対対応応））のの参参考考資資料料】】  
参考資料 2-1  接触予防策とは 
参考資料 2-2  MRSA 感染症の感染対策 
 ・接触予防策及び感染対策に関する基本的知識の共有を図る 
 
【【第第 33 問問（（試試験験解解析析報報告告書書のの検検討討とと拡拡大大時時のの対対応応））のの参参考考資資料料】】  
参考資料 3  試験解析報告書 
・衛生研究所から保健所に報告された菌株の試験解析報告書 
 
【【第第 44 問問（（地地域域ででのの連連携携））のの参参考考資資料料】】  
参考資料４ 地域のネットワークとは 
・当事業班の目指す地域感染症対策ネットワークの考え方について記載 
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オンライン AMR 対策公衆衛生セミナー演習の記録 
 
【問 1】 
（保健所）  

K 病院が保健所に連絡をした理由ですが、保健所は相談を受けた際に、 
・当初の計画どおりに感染対策が実施されているかどうかを一緒に考えること 
・専門家による支援が、順調に進められているかどうかを確認し、必要に応じて助言を行

うこと 
といった役割を持っています。 

この医療機関は、感染対策向上加算も算定しておらず、連携している医療機関もありませ
ん。病院側には、ICN（感染管理認定看護師）など、身近に相談できる連携機関がない状況
があります。そうした医療機関と専門家との「つなぎ」の役割を、保健所に求めているので
はないかと感じました。そのあたりの調整が、保健所の役割だと思っています。通常、保健
所も ICN などと一緒に立ち入りに行ったりすることがありますので、今回もそういった形
で、一緒に介入してもらうことを期待されているのかなと考えました。 
 
（講師コメント） 

私はまず、医療機関の立場で、この MRSA の件数をどう見るかということを考えました。
やはり、これは通常のレベルを明らかに超えていると一見して分かりますので、「アウトブ
レイク」と判断するのは妥当かもしれないと思いました。もう少し細かく、いろいろなデー
タを見たいところではありますが、そのように捉えられると思います。それを踏まえると、
先ほどご発表いただいたように、「対策についてアドバイスがほしい」という趣旨のご相談
なのだろうと考えています。 

MRSA については、特に小規模な病院では、重要性が軽視されてスルーされてしまうこ
とも少なくありません。また、感染対策向上加算を取っていないような規模の小さな病院で
は、このような状況でも、なかなか相談してくれないことも多いのではないかと想像します。 
ですので、むしろこういう病院だからこそ、相談を大切にした方がよいと思います。感染対
策の状況について、もう少し詳しく情報収集をしたり、できれば実際に見に行ったりできる
とよいのではないかと考えました。 

一点、注意点としては、「標準予防策は実施している」といった聞き取りはできるのです
が、大きな病院も含めて、「やっている」と言っていても実際にはできていないことが多い、
という現状があります。そのため、感染対策の専門家と一緒に現場を確認する、という先ほ
どのご発表のとおりの対応が望ましいと、私も思いました。 
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【問２】 
（保健所）  

まず、問 2-1 の「追加で必要な情報や確認すること」についてです。病院から追加で得た
情報の中で、手指衛生に関して「周知はしている」とのことでしたが、実際に客観的なモニ
タリングができているかどうか。もしできていなければ、それを実施してみたい、という意
見がありました。 

また、病棟の中でスタッフの動きについて、今回ですと急性期病棟と療養型病棟が併設さ
れているということですが、この間でスタッフの行き来による経路が想定されないかどう
か。あるいは、患者リストの中で「主に 2 階病棟からの発生」とのことでしたが、この病棟
内での患者の配置状況も把握したい、という意見がありました。 

その他の標準予防策や、環境整備に関する実際の状況についても、ラウンドで確認したい
という意見がありました。 

検査については、細菌検査を行っているとのことですが、もう少し詳細に、 
・どの程度の検査を外注しているのか 
・検査の頻度はどれくらいか 

といった情報が必要ではないかと考えました。 
また、院内の会議（委員会）で委員⻑に報告しているという情報がありましたが、「上に

上げている」だけでなく、現場のスタッフ間までどの程度、感染対策の情報や対策が認識・
共有・伝達されているのか、という点も確認したいところです。 

次に、問 2-2「今後の対応と方針」についてです。今申し上げたような点を、ラウンドで
詳しく、実際の状況を確認したいというのがまずあります。 

加えて、 
・環境培養を追加してみてはどうか 
・遺伝子解析などの追加検査を行って、病原体の出所をもう少し詳しく追いかけてみては

どうか 
といった意見がありました。 

また、清掃スタッフが医療スタッフとは別組織として働いている可能性もあるため、その
動線も確認したいという意見も出ました。 

最後に、今回のシナリオに書かれている限りでは、K 病院さんは「持ち込み症例」だと
評価しており、それ以上の追加対応は考えていない、とのコメントがありました。しかし、
保健所としては、それに引きずられず、現時点では感染経路についてはオープンに探索すべ
きである、と考えております。 
 
（講師コメント・１）  

こういうふうに、事前に問 1・問 2 の(1)を考えてから、病院に一緒に入って、感染対策
向上加算のある ICN などと連携して対応していくのは理想的だと思います。このように事
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前に協議をして方針を決めていくのがよいのではないかと考えました。 
問 2-1 に関しては、私はよく次の 5 つのフレームワークで考えることが多いです。 

１．病院の指揮命令系統が、きちんと機能しているか 
２．疫学情報が十分に集まっているか 
３．感染管理の現状が把握され、改善が図られているか 
４．菌株の解析ができる体制になっているか 
５．コミュニケーションをどのように行っているか 

いくつかは、先ほどのご発表の中でもカバーしていただいていたと思います。指揮命令系統
については、院内の意識が十分でないと、感染が広がったり⻑引いたりします。院内で、ど
の程度、院⻑先生がリーダーシップを持って情報共有をしているのか。また、感染対策担当
者だけが頑張っているような病院では、アウトブレイクが⻑引くことが多いので、そのよう
な状況がないかを、実際に行って確認していただけるとよいのではないかと思います。疫学
情報については、現時点ではまだ十分集まっていませんが、実際には「いつまでたってもな
かなか集まらない」ものでもあります。 

欲しい情報としては、 
・症例の発生時期（発症日などの時系列） 
・先ほど発言にあった「移動歴」 

などがあります。移動歴には、今回もご指摘があったとおり、「過去の入院歴」も含まれま
す。今は「持ち込み」と判断されている事例もありますので、過去一定期間（私たちはしば
しば半年〜1 年程度を見ます）の入院歴を確認していくとよいのではないかと思いました。 
また、現在わかっている「検出病棟」は、おそらく「検体が提出された病棟」であると考え
られます。これとは別に、「過去に入院していた病棟」があるはずで、おそらく急性期病棟
を経てきているのではないかと思います。その点についても情報を得るとよいでしょう。 

さらに、感染症としての発症状況や死亡の有無も、事例のインパクトを考えるうえで非常
に重要な情報になりますので、その確認も行ってよいだろうと思います。 

菌株の保管ができているかどうかを、この時点で確認しておくことも重要だと考えます。 
問 2-2 に関しては、先ほどのご発表で多くの点をカバーしていただいていましたが、まだ

鍵となる情報がいくつか不足していると思います。 
したがって、 

・追加の情報提供を病院側にお願いすること 
・菌株の確保・保管をお願いすること 

が必要になります。 
おそらく、院⻑先生をはじめとした話し合いの場が設けられるべきだと思いますので、そ

の調整をしていくことも、この段階で保健所として行ってよいのではないかと考えました。 
具体的には、保健所⻑の先生にも入っていただくような会議の場を調整していく、というイ
メージです。 

− 67 −

資料⑧　オンラインAMR 対策公衆衛生セミナー演習の記録



 
（講師コメント・２）  

手指衛生に関しては、比較的簡単な方法として「手指消毒剤の使用量をモニタリングする」
というやり方があります。払い出された量を見るのが一番簡単ですが、それがそのまま「実
際に使われた量」とは限らない、という点には注意が必要です。 

ですので、 
・普段、どのような方法でモニタリングしているのかを確認すること 
・手指消毒剤の使用量については、継続的にフォローすること 

が必要になります。 
もし可能であれば、時間を決めて「どのくらい手指衛生が実施されているか」を直接観察

するのが、本来は一番よい方法です。直接観察ができれば、なお良いのですが、その場合は、 
・観察のために人員を張り付ける必要があること 
・どのタイミングで手指衛生を行うべきかを理解していないと、適切な観察・測定ができ

ないこと 
などの点を考慮し、調整が必要になると思います。 
 
【問３】 
（保健所） 

まず、今回の状況を見ていくと、やはり 2 階病棟での症例がポイントだと考えられます。 
ここが「ホットスポット」であり、集中的な発生がみられていることから、2 階病棟内でか
なり広がっている可能性が高いのではないかと思います。先ほどの第 2 問の追加資料を見
ると、検出部位として「吸引痰」や「咽頭拭い液」からの検出が多い、という点も示されて
いました。このことからも、やはり 2 階病棟のどこかに問題があるのではないかと推測さ
れます。さらに、環境検体の結果を見ると、患者ベッドの吸引装置周辺からコロニーが検出
されていました。このあたりに重点的に注目する必要があると考えています。 

まずは、念のためというより「想定される感染源・感染経路の妥当性を確認する」という
意味で、環境から検出された MRSA についても、先ほどと同様に、同一クローンかどうか
（相同性）を確認することが必要だと思います。同時に、吸引の手技について、実際にどの
ように実施されているかを確認する必要があります。これは、吸引そのものだけでなく、防
護具の着脱なども含めて、どのような手順で行われているのかを丁寧に確認し、問題があれ
ば改善指導を行う、という流れになると考えます。おそらく、この部分に大きな問題が潜ん
でいる可能性が高いのではないかと考えています。 

次に、3 階病棟についてです。3 階病棟は 2 階病棟とはホットスポットが異なるとはいえ、
MRSA が検出されている以上、軽視はできません。先ほど、ほかの方からもコメントがあっ
たように、職員の病棟間の移動、同じ職員が複数病棟を担当している可能性などが考えられ
ます。そのような要因が疑われるようであれば、3 階病棟についても調査が必要になるでし
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ょう。また、現時点での環境調査は、患者周辺のみを対象としたものになっています。 
少なくとも 2 階病棟については、調査範囲をもう少し広げる必要があると考えます。 

医療スタッフの手を介した伝播の可能性を考えると、たとえば、 
・スタッフステーションの共有物品 
・電子カルテ端末など、職員が頻繁に触れる機器・接触面 

といった箇所についても、環境調査を行っていく必要があるのではないか、という議論を行
いました。 
 
（講師コメント）  

ただいまのご発表にもありましたように、私も検出部位として「吸引痰」および「咽頭拭
い液」からの検出が非常に多い点に注目しました。また、試験解析の報告書を見ると、2 階
病棟で同一株の MRSA が広がっている可能性が高いことは、ほぼ間違いないだろうと思い
ます。このことから、水平伝播が強く疑われる状況です。特に、吸引痰からの検出が多いと
いう点を踏まえると、吸引の手技についてはしっかりと確認する必要があります。吸引手技
は、院内の感染対策の中でもかなり煩雑な手順を要するものであり、かつ、このような病院
では日常的に頻繁に行われている処置だと思われます。 

たとえば、 
・チューブの扱い方 
・手技の前後の手指衛生 
・エプロンなどの防護具をきちんと装着しているか 

など、注意すべき点はいくつもあります。 
このあたりは、地域の基幹病院の ICN（感染管理認定看護師）などと連携し、一緒に細か

く確認していくことが重要だと考えました。周辺環境から、特に吸引器周辺で MRSA が検
出されること自体は、ある意味では「起こり得ること」とも言えますが、そのうえでなお、
吸引手技、手指衛生、標準予防策全般について、きちんと実施されているかどうかを再確認
することがとても重要です。仮に吸引手技の過程で環境汚染が起こったとしても、その後に
適切な防護具の使用と手指衛生が実施されていれば、そこで一度リセットできるはずです。 
したがって、「そのリセットが実際にできているかどうか」が非常に重要なポイントになり
ます。そのためには、 

・職員の知識の底上げを図る研修・教育 
・必要なときに新しいチューブをきちんと使用できる物品供給体制 
・手指消毒薬が必要な場所に適切に配置されているか、といった環境整備 

など、「知識」と「環境」の両面を支える必要があります。 
また、知識があっても実践に結びつかない、ということが感染対策ではしばしば問題にな

ります。ですから、このようなケースでは、一度きりで終わらせず、繰り返し現場に入り、
フォローアップを行っていくことが極めて重要だと思います。 
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【問４】 
（保健所）  

取り組みの内容としましては、まず、地域の ICN（感染管理認定看護師）とつながれたこ
とが、とても重要だと考えています。もう一つは、会議等の場を利用して、加算を算定して
いる病院同士であっても、顔合わせの機会を設けたり、連絡先を共有しておくことが大切だ
と感じました。 

また、今後のまん延防止の観点から、今回発生した方々が MRSA を保菌したまま退院、
あるいは転院することがありますので、その情報共有を、管内の医療機関に対してしっかり
行う必要があると思いました。今回のケースでは、保健所への相談が 8 月に「12 件発生し
た後」で行われていますが、もしもう少し早い段階――例えば、発生が増え始めた時点――
でご報告いただけていれば、感染対策の資料提供や疫学調査にも、より早期に着手すること
ができたのではないかと思います。この事例を振り返りながら、「このようなことがあった
場合には、早めに保健所へご連絡ください」というメッセージを、医療機関にお伝えしてい
く必要があると考えました。 
さらに、 

・医療機関の院内感染対策マニュアルの見直し・修正 
・職員研修に対する技術的な支援 

なども、保健所として取り組める内容として挙げられるのではないかと考えました。取り組
みに対する課題としては、今回 MRSA の院内感染があった医療機関は、現在、感染対策向
上加算を算定しておらず、連携している医療機関がない状態であることが挙げられます。 
そのため、例えば何とかして加算を取得してもらい、 

・感染対策の地域連携会議に参加してもらう 
・あるいは、病院自体の体制面の課題を、感染対策委員会などで振り返っていただき、看

護部⻑さん以外にも一緒に動けるキーパーソンを見つけていく 
といった形で、協力体制を広げていく必要があるのではないかと考えました。 
 
（講師コメント・１）  

加算の話に関しては、おそらく現在、保健所もこの「感染対策向上加算」の連携体制に関
わっていると思いますし、今回の事例でも加算 1 を取得している病院が支援に関わってく
れています。加算を取ってもらえるなら、それに越したことはありませんが、仮にすぐには
加算取得が難しくても、「オブザーバー」のような形で会議に入ってもらうよう、声をかけ
ていくことも有効かもしれません。そうした連携のハブになれるのが、保健所の大きな役割
だろうと感じます。⻑い目で見ると、今回の事例からも分かるように、保健所と ICN が一
緒に動くパターンは、とても有効だと思います。そのような関係を、地域の基幹病院と継続
的に構築していく取り組みは、非常に大事だと考えました。 
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（講師コメント・２）  
自分も、多くのポイントがしっかりカバーされているなと思って聞いていました。 

先ほども「継続できるかどうか」が課題というお話がありましたが、コロナ後、継続的に支
援に入っていく仕組みを、行政として十分に持てていないところもあります。「一回だけ支
援に入って終わり」という形になっているケースもありますが、継続的な派遣・支援体制を、 

・地域保健所単位 
・県単位 

のどちらか、もしくは両方で整備できると、非常に望ましいのではないかと思います。 
また、薬剤耐性菌の検出情報の共有は、転院患者にとっても非常に重要です。病院間で「保

菌者の検出情報」を共有している地域も、保健所単位、県単位で既に存在しますので、現実
的にも十分取り組めるのではないかと思います。加算の推進についても、私自身、非常に重
要だと感じています。加算を取得していない病院をどう支えるか、というのは保健所の大き
な役割です。実際にある地域の事例では、加算を取っていない病院でアウトブレイクが起こ
った際、加算 1 を取得している病院の ICN が支援に入り、そのプロセスの中で、支援を受
けた病院が加算を取得するに至った、という例もあります。 

最後に、AMR 対策の「地域目標」を、保健所・県単位で設定しているところもあります。 
1 病院単位の目標とは別に、地域全体としての目標を作って取り組む、というやり方です。 
現実面の調整は必要ですが、一案として考えられるのではないかと思いました。 
 
【まとめと講評】 
（講師コメント１） 

今回、皆さまのご発表を聞いていても、基本的な方向性は非常によく整理されており、素
晴らしい回答ばかりだったと感じました。ケーススタディとして、とても意義深い時間だっ
たと思います。 

私からは、講評というより「メッセージ」を一つお伝えしたいと思います。これは鈴木先
生の講演内容ともつながる話ですが、MRSA というのは、手指衛生や標準予防策といった
「病院における基本的な感染対策のレベル」を、かなりよく反映する指標のような存在です。 
日本では、中小病院における MRSA の割合がかなり高い、ということが藤友先生の講演で
も示されました。今回のような事例は、おそらく全国のさまざまな地域で起こっているので
はないかと思いますが、逆に言えば「感染対策の底上げ」を図る、とてもよいきっかけにも
なり得ます。MRSA は、比較的よく名前を聞く代表的な薬剤耐性菌ですが、だからこそ、こ
こにしっかり注目して対策を進めていくことは、とても重要だと思います。 

ご質問の「MRSA 患者のコホート」についてですが、陽性患者さんをコホートとしてまと
めることは、 

・対応を整理しやすくする 
・ケアの効率を上げる 
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という意味では、有用な方法だと思います。一方で、MRSA 陽性患者を集めたコホート病室
と、それ以外の病室とで、感染対策への意識に差が出てしまわないように注意が必要です。 
「コホート以外の病室でも同じレベルの標準予防策を徹底すること」が非常に重要であり、
その点をきちんと強調しながら運用していくことが大切だと思います。 
 
（講師コメント２） 

皆さんの回答内容は、必要なポイントがほぼすべて網羅されており、素晴らしいと感じな
がら拝聴していました。MRSA のアウトブレイクは、実際の事例でもよく見られますが、
「持ち込み」と判断されてしまったり、対策を始めてもなかなか件数が減っていかなかった
りすることが多く、根気強く手指衛生・感染対策を継続していく必要があります。 
このシナリオで描かれているより、現場ではもっと時間もかかりますし、大変なケースも多
いのではないかと、私自身は感じています。そのなかで、この事例のように「保健所と A 総
合病院の ICN が連携して取り組む」形は、とても良いモデルケースだと思います。実際の
現場でも、ぜひ同様の連携体制で取り組んでいただけたらと願っています。 
 
（講師コメント・３）  

教育啓発や医療従事者のトレーニングという観点から、少しお話させていただきます。 
その立場からも、やはり「地域連携」の重要性は非常に大きいと感じています。今回の事例
でもあったように、「持ち込み」と思い込んでしまう状況には、知識や経験の不足が背景に
あることも少なくありません。 

したがって、 
・継続的な教育活動 
・拠点となる医療機関との連携による、定期的な研修・勉強会 

などを通じて、誤った思い込みを防いでいくことが大切です。また、感染予防策の「質のチ
ェック」も重要です。先ほど、直接観察の必要性などのお話がありましたが、最初は他の拠
点医療機関のスタッフが一緒に入り、直接観察を行うという形も一つの選択肢です。しかし
最終的には、各施設が自前で実施できるようにしていく、つまり「内部化」していく必要が
あります。そのためのトレーニングも、地域全体で取り組むことが望ましいと思います。 

さらに、どうしても「感染予防策」に目が行きがちですが、AMR 拡大の予防には「抗菌
薬の適正使用」も非常に重要です。先ほどの講義で、大腸菌のフルオロキノロン耐性の話が
ありましたが、地域ごとの抗菌薬処方量と、大腸菌のフルオロキノロン耐性率には関連があ
る、というデータも示されています。 
つまり、 

・地域でまとまった抗菌薬適正使用の対策 
・特に専門家が不足している中小規模医療機関への支援 

が不可欠です。内部だけで抗菌薬適正使用を進めるのは難しい医療機関も多いため、地域全
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体の協力体制が重要だと考えています。 
 
（講師コメント・４） 

1 つ目のご質問は、「MRSA に対するナショナルキャンペーンにはどういうものがありま
したか」という内容ですが、ほとんどが「手指衛生強化キャンペーン」です。現在、流水に
よる手洗いよりも、アルコール手指消毒剤を用いた手指衛生が主流になっています。その転
換点となったのが、スイス・ジュネーブ大学が 2000 年に発表した研究です。この研究では、
「MRSA 対策として、流水による手洗いからアルコール手指消毒剤に切り替えたところ、
MRSA を劇的に減らすことができた」という結果が示されました。 
その理由として、 

・流水による手洗いは時間がかかりすぎて実務上現実的ではない 
・アルコール手指消毒剤でも十分に手指衛生が担保され、むしろより効果的である 

ことが挙げられています。 
これを受けて、2000 年代にイギリスをはじめ、いくつかのヨーロッパ諸国（フランスな

ど）、そしてオーストラリアが、大規模なナショナルキャンペーンとして、病院に対して手
指衛生の強化を「半ば義務的に」遂行させる取組みを行いました。イギリスでは、⻩⾊ブド
ウ球菌による菌血症が約 8 割減少した、という報告もあります。このように、「MRSA 減少
キャンペーン」というよりは、 

・医療安全 
・院内感染全体の減少 

の観点から、「Clean Your Hands キャンペーン（手指衛生キャンペーン）」が推進されてき
た、というのが実情です。 

2 つ目のご質問は、「MRSA の環境中での生存期間」についてです。これは環境条件に大
きく左右されます。 

・非常に乾燥した環境では、1 日以上生存できないこともあります 
・一方で、湿潤な環境では、数週間以上生存する可能性もあります 

したがって、院内環境においては、少なくとも「1 日 1 回以上の環境清掃（環境整備）」を
行うことが重要であると考えられます。 
 
（講師コメント・５）  

皆さん、既に多くのことをお話しくださったので、私からはほとんどありませんが、今回
のように、ある程度ベースラインが存在する感染症に対しては、「基本的な初動からの流れ」
をステップ・バイ・ステップで確認していくことがとても重要です。今回の演習を踏まえ、
ぜひ各保健所で、自分たちの対応を振り返る機会として活用していただければと思います。 
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（質問） 

抗菌薬の適正使用に関するモニタリングについて質問です。医療機関毎の使用量につ

いてはＪーＳＩＰＨＥなどで確認できるとのことですが、地域の薬局・薬剤師会などによる地

域での抗菌薬の使用量に関するモニタリングはあるのでしょうか？ 

 

（回答） 

都道府県単位のデータであれば、NDB データや薬局サーベイランスで見ることができま

す。 

・NDB データ 

https://amrcrc.jihs.go.jp/surveillance/010/20181128172333.html （AMRCRC） 

https://amr-onehealth-platform.jihs.go.jp/resistantBacteria/102 （AMR ワンヘル

スプラットフォーム） 

・薬局サーベイランス 

http://prescription.orca.med.or.jp/syndromic/kanjyasuikei/anti_p.php 

 

一時、日本薬剤師会を中心に保険薬局のレセプトを用いた情報収集が行われたことも

あります。 

https://www.nichiyaku.or.jp/yakuzaishi/activities/amr/link02 

 

都道府県単位より小さい単位での、地域の薬局や薬剤師会などによるサーベイランス

は少なくとも広くは行われていないと思います。 
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令和 7 年度 AMR 対策公衆衛生セミナー参加者アンケート 

 

本日は、AMR 対策公衆衛生セミナーにご参加いただき、ありがとうございます。今

後の運営の参考にさせていただきますので、アンケートへのご協力をお願いします。 

 

Q１．あなたの所属を教えてください。 

① 保健所 

② 本庁 

③ 衛生研究所 

④ 医療機関 

⑤ その他 （ その他の場合、記載必須               ） 

 

Q２．あなたの職種を教えてください。 

① 医師 

② 保健師 

③ 事務 

④ 看護師 

⑤ 薬剤師 

⑥ 獣医師 

⑦ 臨床検査技師 

⑧ その他 （その他の場合、記載必須           ） 

 

Q３．本セミナーに参加するのは、何回目ですか 

① 初めて 

② 2 回目 

③ 3 回目 

④ 4 回目 

 

Q４．講義１ 薬剤耐性菌と新 AMR 対策アクションプランについて 

① 大変よく理解できた 

② まあまあ理解できた 

③ あまりよくわからなかった 

④ まったくわからなかった 

 

Q５．講義２ 薬剤耐性菌感染症 届け出基準改定のポイントと受理時の確認事項に

ついて 

① 大変よく理解できた 

② まあまあ理解できた 
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③ あまりよくわからなかった 

④ まったくわからなかった 

 

Q6．演習について 

① 難しかった 

② どちらかというと難しかった 

③ どちらかというと簡単だった 

④ 簡単だった 

 

Q7．地域での薬剤耐性菌対策を進めていくにあたり、自所属で今後取り組むべきこと

がわかりましたか 

① わかった 

② どちらかというとわかった 

③ どちらかというとわからない 

④ わからない 

⑤ その他（  自由記載必須                ） 

 

Q８．本日のセミナーを通して、感想をお願いします 

 （自由記載） 

 

Q９．今後、取り上げてほしい薬剤耐性菌などがありましたら、記載してください 

 （自由記載） 

  

 

 

 

 

どうもありがとうございました。 
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